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(57)【要約】
【課題】熱成形時の熱安定性に優れ、成形後の色相に優れたポリカーボネート樹脂を提供
する。
【解決手段】構造の一部に下記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物
に由来する構造単位を有するポリカーボネートと、長周期型周期表第１族および２族から
選ばれる少なくとも１種の金属を含む金属化合物と、リン系化合物とを少なくとも含むポ
リカーボネート樹脂組成物であって、該ポリカーボネート樹脂組成物中のリン原子の量が
金属化合物の金属量に対してモル比率で６７以上である、ポリカーボネート樹脂組成物を
提供する。

（但し、上記一般式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈの一部である場合を除く。
）
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　構造の一部に下記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する
構造単位を有するポリカーボネート樹脂と、長周期型周期表第１族および２族から選ばれ
る少なくとも１種の金属を含む金属化合物と、リン系化合物とを少なくとも含むポリカー
ボネート樹脂組成物であって、該ポリカーボネート樹脂組成物中のリン原子の量が該金属
化合物の金属量に対してモル比率で６７以上である、ポリカーボネート樹脂組成物。
【化１】

（但し、上記一般式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈの一部である場合を除く。
）
【請求項２】
　前記金属化合物が、２族の金属からなる群より選ばれた少なくとも１種の金属を含む金
属化合物であって、前記ポリカーボネート樹脂を構成するジヒドロキシ化合物に由来する
構造単位１ｍｏｌに対して、金属量として２０μｍｏｌ以下含まれる、請求項１に記載の
ポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項３】
　前記金属化合物が原子量４０以下の第２族元素の金属化合物であって、前記ポリカーボ
ネート樹脂組成物中に含まれる第２族金属の量が、金属量として１質量ｐｐｍ以下である
、請求項１または請求項２に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項４】
　前記の構造の一部に前記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物が、
下記式（２）で表される化合物であることを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか
１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【化２】

【請求項５】
　前記ポリカーボネート樹脂が脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物からなる群より選ば
れた少なくとも１種の化合物に由来する構造単位をさらに含む、請求項１から請求項４の
いずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項６】
　前記ポリカーボネート樹脂が、前記の構造の一部に前記一般式（１）で表される部位を
有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を、９０ｍｏｌ％以下含有する、請求項１
から請求項５のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項７】
　請求項１から請求項６のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物を成形して
なるポリカーボネート樹脂成形品。
【請求項８】
　請求項１から請求項６のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物を射出成形
してなるポリカーボネート樹脂成形品。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐光性、成形性、透明性、色相、耐熱性、熱安定性、及び機械的強度に優れ
たポリカーボネート樹脂組成物及びその成形品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリカーボネート樹脂は、一般的にビスフェノール類をモノマー成分とし、透明性、耐
熱性、機械的強度等の優位性を生かし、電気・電子部品、自動車用部品、医療用部品、建
材、フィルム、シート、ボトル、光学記録媒体、レンズ等の分野でいわゆるエンジニアリ
ングプラスチックスとして広く利用されている。
　しかしながら、従来のポリカーボネート樹脂は、長時間紫外線や可視光に曝露される場
所で使用すると、色相や透明性、機械的強度が低下するため、屋外や照明装置の近傍での
使用に制限があった。又、種々成形品として使用する場合、溶融成形時に離型性が悪く、
透明材料や光学材料等に用いることが困難であるという課題があった。
【０００３】
　このような課題を解決するために、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤やベンゾトリアゾー
ル系紫外線吸収剤、ベンゾオキサジン系紫外線吸収剤をポリカーボネート樹脂に添加する
方法が広く知られている（例えば非特許文献１）。
【０００４】
　従来のポリカーボネート樹脂に使用されるビスフェノール化合物は、ベンゼン環構造を
有するために紫外線吸収が大きく、このことがポリカーボネート樹脂の耐光性の低下を招
く。このため、分子骨格中にベンゼン環構造を持たない脂肪族ジヒドロキシ化合物や脂環
式ジヒドロキシ化合物、イソソルビドのように分子内にエーテル結合を持つ環状ジヒドロ
キシ化合物モノマーユニットを使用すれば、原理的には耐光性が改良されることが期待さ
れる。中でも、バイオマス資源から得られるイソソルビドをモノマーとしたポリカーボネ
ート樹脂は、耐熱性や機械的強度が優れていることから、近年数多くの検討がなされるよ
うになってきた（例えば、特許文献１～７）。
【０００５】
　上記脂肪族ジヒドロキシ化合物や脂環式ジヒドロキシ化合物、イソソルビドのように分
子内にエーテル結合を持つ環状ジヒドロキシ化合物はフェノール性水酸基を有しないため
、ビスフェノールＡを原料とするポリカーボネート樹脂の製法として広く知られている界
面法で重合させることは困難であり、通常、エステル交換法または溶融法と呼ばれる方法
で製造される。この方法では、上記ジヒドロキシ化合物とジフェニルカーボネート等の炭
酸ジエステルとを塩基性触媒の存在下、２００℃以上の高温でエステル交換させ、副生す
るフェノール等を系外に取り除くことにより重合を進行させ、ポリカーボネート樹脂を得
ることができる。
【０００６】
　また、分子骨格中にベンゼン環構造を持たない、イソソルビド、イソマンニド、イソイ
ティッドなどのように分子内にエーテル結合を持つものを使用したポリカーボネート樹脂
組成物に、紫外線吸収剤としてベンゾトリアゾール系、ベンゾフェノン系、シアノアクリ
レート系を添加することが広く知られている（特許文献８）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】国際公開第０４／１１１１０６号パンフレット
【特許文献２】特開２００６－２３２８９７号公報
【特許文献３】特開２００６－２８４４１号公報
【特許文献４】特開２００８－２４９１９号公報
【特許文献５】特開２００９－９１４０４号公報
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【特許文献６】特開２００９－９１４１７号公報
【特許文献７】特開２００８－２７４００７号公報
【特許文献８】特開２００７－７０３９１号公報
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】ポリカーボネート樹脂ハンドブック（１９９２年８月２８日　日刊工業
新聞社発行　本間精一編）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、ポリカーボネート樹脂組成物を長時間紫外線や可視光に曝露される場所
で使用する際の色相や透明性の悪化を防止するために、紫外線吸収剤を添加した場合、紫
外線照射後の色相などの改良は認められるものの、そもそもの樹脂の色相や耐熱性、透明
性の悪化を招いたり、また成型時に揮発して金型を汚染する等の課題があった。特に、ヒ
ンダードアミン系（ＨＡＬＳ）の光安定剤を、ポリカーボネート樹脂に添加した場合、ポ
リカーボネート樹脂はアルカリなど塩基成分に常温においても不安定であり、ＨＡＬＳに
対しても加水分解を受けるため、色相や透明性、機械的強度が低下してしまうという課題
があった。
　また、紫外線照射後の色相などの点で改良された、フェノール性水酸基を有しないモノ
マーを用いて得られるポリカーボネート樹脂は、ビスフェノールＡ等のフェノール性水酸
基を有するモノマーを用いて得られたポリカーボネート樹脂に比べ熱安定性に劣っている
ために、高温に晒される重合中や成形中に着色が起こり、結果的には紫外線や可視光を吸
収して耐光性の悪化を招くという課題があった。中でも、イソソルビドのように分子内に
エーテル結合を有するモノマーを用いた場合は色相への影響が著しく、改良が求められて
いた。更に、種々成形品として使用する場合には高温で溶融成形されるが、その時にも熱
安定性がよく、成形性、離型性に優れた材料が求められていた。
　また、分子内にエーテル結合を持つものを使用したポリカーボネート樹脂組成物に、紫
外線吸収剤を添加した場合、そもそもの樹脂の色相や耐熱性、耐候試験による透明性の悪
化を招くという課題があった。
【００１０】
　本発明の目的は、上記従来の課題を解消し、熱成形時の熱安定性に優れ、成形後の色相
に優れたポリカーボネート樹脂組成物及びその成形品を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者は、上記課題を解決するべく、鋭意検討を重ねた結果、構造の一部に下記式（
１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を少なくとも含むポ
リカーボネート樹脂と、長周期型周期表第１族および２族から選ばれる少なくとも１種の
金属を含む金属化合物と、リン系化合物とを少なくとも含むポリカーボネート樹脂組成物
であって、該ポリカーボネート樹脂組成物中のリン原子の量が金属化合物の金属量に対し
てモル比率で６７以上である、ポリカーボネート樹脂組成物が、優れた耐光性、成形性、
透明性、機械的強度を有するだけでなく、優れた熱安定性、色相を有することを見出し、
本発明に到達した。
【００１２】
【化１】

（但し、上記式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈの一部である場合を除く。）
　即ち、本発明の要旨は下記［１］～［８］に存する。
【００１３】



(5) JP 2012-207183 A 2012.10.25

10

20

30

40

50

［１］構造の一部に下記式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する
構造単位を有するポリカーボネート樹脂と、長周期型周期表第１族および２族から選ばれ
る少なくとも１種の金属を含む金属化合物と、リン系化合物とを少なくとも含むポリカー
ボネート樹脂組成物であって、該ポリカーボネート樹脂組成物中のリン原子の量が該金属
化合物の金属量に対してモル比率で６７以上である、ポリカーボネート樹脂組成物。
【００１４】
【化２】

（但し、上記式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈの一部である場合を除く。）
【００１５】
［２］前記金属化合物が、２族の金属からなる群より選ばれた少なくとも１種の金属を含
む金属化合物であって、前記ポリカーボネート樹脂を構成するジヒドロキシ化合物に由来
する構造単位１ｍｏｌに対して、金属量として２０μｍｏｌ以下含まれる、請求項１に記
載のポリカーボネート樹脂組成物。
【００１６】
［３］前記金属化合物が原子量４０以下の第２族元素の金属化合物であって、前記ポリカ
ーボネート樹脂組成物中に含まれる第２族金属の量が、金属量として１質量ｐｐｍ以下で
ある、請求項１または請求項２に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【００１７】
［４］前記の構造の一部に前記式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物が、
下記式（２）で表される化合物であることを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか
１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【００１８】
【化３】

【００１９】
［５］前記ポリカーボネート樹脂が脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物からなる群より
選ばれた少なくとも１種の化合物に由来する構造単位をさらに含む、請求項１から請求項
４のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【００２０】
［６］前記ポリカーボネート樹脂が、前記の構造の一部に前記式（１）で表される部位を
有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を、９０ｍｏｌ％以下含有する、請求項１
から請求項５のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【００２１】
［７］請求項１から請求項６のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物を成形
してなるポリカーボネート樹脂成形品。
【００２２】
［８］請求項１から請求項６のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物を射出
成形してなるポリカーボネート樹脂成形品。
【発明の効果】



(6) JP 2012-207183 A 2012.10.25

10

20

30

40

【００２３】
　本発明によれば、優れた耐光性、成形性、透明性、機械的強度を有するだけでなく、熱
安定性、色相にも優れ、電気・電子部品、自動車用部品等の射出成形分野、フィルム、シ
ート分野、ボトル、容器分野、さらには、カメラレンズ、ファインダーレンズ、ＣＣＤや
ＣＭＯＳ用レンズなどのレンズ用途、液晶やプラズマディスプレイなどに利用される位相
差フィルム、拡散シート、偏光フィルムなどのフィルム、シート、光ディスク、光学材料
、光学部品、色素及び電荷移動剤等を固定化するバインダー用途、建築部材用途といった
幅広い分野へ適用可能なポリカーボネート樹脂組成物及び成形品を提供することができ、
特に屋外や照明部品等の紫外線を含む光線に曝露される用途に適したポリカーボネート樹
脂組成物及び成形品を提供することが可能になる。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明するが、以下に記載する構成要件の説明は、本
発明の実施態様の一例（代表例）であり、本発明はその要旨を超えない限り、以下の内容
に限定されない。
【００２５】
（１）ポリカーボネート樹脂組成物
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、構造の一部に下記式（１）で表される部位を
有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を有するポリカーボネート樹脂と、長周期
型周期表第１族および２族から選ばれる少なくとも１種の金属を含む金属化合物と、リン
系化合物とを少なくとも含むポリカーボネート樹脂組成物であって、該ポリカーボネート
樹脂組成物中のリン原子の量が金属化合物の金属量に対してモル比率で６７以上含有する
ものである。
【００２６】
【化４】

（但し、上記式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈの一部である場合を除く。）
【００２７】
　なお、ポリカーボネート樹脂組成物に含まれる金属化合物は、原子量４０以下の第２族
元素の金属化合物であることが好ましく、ポリカーボネート樹脂組成物中に含まれる第２
族金属の量が、金属量として１質量ｐｐｍ以下であることが好ましい。
【００２８】
（２）ポリカーボネート樹脂
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂は、構造の一部に式（１）で表される部位を有す
るジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を有するポリカーボネート樹脂である。
【００２９】
以下、本発明のポリカーボネート樹脂組成物を製造するための方法について詳述する。
（３）ポリカーボネート樹脂組成物の製造方法
＜原料＞
　（ジヒドロキシ化合物）
本発明に用いるポリカーボネート樹脂は、構造の一部に下記式（１）で表される部位を有
するジヒドロキシ化合物（以下、「本発明のジヒドロキシ化合物」と称することがある。
）に由来する構造単位を少なくとも含む。即ち、本発明のジヒドロキシ化合物は、２つの
ヒドロキシル基と、更に下記式（１）の構造単位を少なくとも含むものを言う。
【００３０】
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【化５】

（但し、上記式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈの一部である場合を除く。）
【００３１】
　全てのジヒドロキシ化合物に由来する構造単位のモル数に対する、上記式（１）で表さ
れる部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位の割合は、好ましくは９０ｍｏ
ｌ％以下、更に好ましくは８５ｍｏｌ％以下、特に好ましくは８０ｍｏｌ％以下である。
一方、好ましくは２０ｍｏｌ％以上、更に好ましくは３０ｍｏｌ％以上、特に好ましくは
４０ｍｏｌ％以上である。
【００３２】
　上記一般式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位の割
合が多過ぎると、本発明のポリカーボネート樹脂組成物を成形し得られるポリカーボネー
ト樹脂成形品にサンシャインカーボンアークを用いた照射処理をした後、ポリカーボネー
ト樹脂成形品に割れが生じる場合があり、樹脂成形品の透明性が悪化しヘイズが大きくな
る場合がある。しかしながら、後述する耐光安定剤、好ましくは光安定剤、中でも所定範
囲量のヒンダードアミンをポリカーボネート樹脂組成物に含有させることにより、ポリカ
ーボネート樹脂成形品の割れを防止することが可能である。ポリカーボネート樹脂成形品
に割れが生じる原因は明らかではないが、上記式（１）で表される部位を有するジヒドロ
キシ化合物に由来する構造単位の割合が多過ぎると、ポリカーボネート樹脂成形品の表面
が紫外線照射劣化、加水分解し、樹脂成形品の分子量が低下するためと考えられる。
　ところが、上述の通り、耐光安定剤をポリカーボネート樹脂組成物に含有させることに
より、ポリカーボネート樹脂成形品の割れを防止することが可能である。この原因は明ら
かではないが、耐光安定剤により、ポリカーボネート樹脂成形品の表面の紫外線照射劣化
、加水分解が抑制され、樹脂成形品の分子量が低下し難いためと考えられる。
【００３３】
　一方、上記式（１）で表される部位を有するジヒドロキシ化合物に由来する構造単位の
割合が少な過ぎると、ポリカーボネート樹脂組成物及びその成形品の耐熱性が低下する場
合がある。
【００３４】
　本発明のジヒドロキシ化合物としては、構造の一部に上記式（１）で表される部位を有
するものであれば特に限定されるものではないが、具体的には、ジエチレングリコール、
トリエチレングリコール、テトラエチレングリコールなどのオキシアルキレングリコール
、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）フルオレン、９，９－ビス
（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－メチルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（
４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－イソプロピルフェニル）フルオレン、９，９－ビ
ス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－イソブチルフェニル）フルオレン、９，９－
ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）フルオレン、
９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－シクロヘキシルフェニル）フルオ
レン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－フェニルフェニル）フルオ
レン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３，５－ジメチルフェニル）フ
ルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－ｔｅｒｔ－ブチル－６
－メチルフェニル）フルオレン９，９－ビス（４－（３－ヒドロキシ－２，２－ジメチル
プロポキシ）フェニル）フルオレン等のフェニル置換フルオレン等、側鎖に芳香族基を有
し、主鎖に芳香族基に結合したエーテル基を有する化合物、下記式（２）で表されるジヒ
ドロキシ化合物に代表される無水糖アルコール、下記式（３）及び下記式（４）で表され
るスピログリコール等の環状エーテル構造を有する化合物（環状エーテル）が挙げられる
。
【００３５】
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　これらのジヒドロキシ化合物の中でも、入手のし易さ、ハンドリングの容易さ、重合時
の反応性、得られるポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の色相の観点
から、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール等のオキシアルキレングリコール
類、および環状エーテル構造を有する化合物が好ましく、環状エーテル構造を有する化合
物のなかでも複数の環構造を有するものが好ましい。
　また、これらの中でも、耐熱性の観点から、下記式（２）、（３）および（４）で表さ
れるジヒドロキシ化合物に代表される、環状エーテル構造を有する化合物が好ましく、環
状エーテル構造を有する化合物のなかでも、複数の環構造を有するものが好ましく、環構
造が２つであるものが特に好ましい。また、環構造が２つである場合は、それらが同じ構
造であるものが特に好ましい。なかでも、下記式（２）で代表されるジヒドロキシ化合物
に代表される無水糖アルコールが好ましい。
【００３６】
　これらは得られるポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の要求性能に
応じて、単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００３７】
【化６】

【００３８】
【化７】

【００３９】
【化８】

【００４０】
　上記式（２）で表されるジヒドロキシ化合物としては、立体異性体の関係にある、イソ
ソルビド、イソマンニド、イソイデットが挙げられ、これらは１種を単独で用いてもよく
、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
　これらのジヒドロキシ化合物のうち、芳香環構造を有しないジヒドロキシ化合物を用い
ることがポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の耐光性の観点から好ま
しく、中でも植物由来の資源として豊富に存在し、容易に入手可能な種々のデンプンから
製造されるソルビトールを脱水縮合して得られるイソソルビドが、入手及び製造のし易さ
、耐光性、光学特性、成形性、耐熱性、カーボンニュートラルの面から最も好ましい。
【００４１】
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　本発明に用いるポリカーボネート樹脂は、上記本発明のジヒドロキシ化合物以外のジヒ
ドロキシ化合物（以下「その他のジヒドロキシ化合物」と称す場合がある。）に由来する
構造単位を含んでいてもよく、その他のジヒドロキシ化合物としては、エチレングリコー
ル、１，３－プロパンジオール、１，２－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、
１，３－ブタンジオール、１，２－ブタンジオール、１，５－ヘプタンジオール、１，６
－ヘキサンジオール、１，２－シクロヘキサンジメタノール、１，３－シクロヘキサンジ
メタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、トリシクロデカンジメタノール、ペ
ンタシクロペンタデカンジメタノール、２，６－デカリンジメタノール、１，５－デカリ
ンジメタノール、２，３－デカリンジメタノール、２，３－ノルボルナンジメタノール、
２，５－ノルボルナンジメタノール、１，３－アダマンタンジメタノール、などの脂肪族
炭化水素のジヒドロキシ化合物類、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン［
＝ビスフェノールＡ］、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）プ
ロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジエチルフェニル）プロパン、２，２
－ビス（４－ヒドロキシ－（３，５－ジフェニル）フェニル）プロパン、２，２－ビス（
４－ヒドロキシ－３，５－ジブロモフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）ペンタン、２，４’－ジヒドロキシ－ジフェニルメタン、ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）メタン、ビス（４－ヒドロキシ－５－ニトロフェニル）メタン、１，１－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、３，３－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタ
ン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）スルホン、２，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホン、ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）スルフィド、４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテル、４，４’－ジヒド
ロキシ－３，３’－ジクロロジフェニルエーテル、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシ
エトキシ－２－メチル）フェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシ－２－メチルフェニル）フルオレン等の芳
香族ビスフェノール類が挙げられ、脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物類の中では、１
，２－シクロヘキサンジメタノール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シ
クロヘキサンジメタノール、トリシクロデカンジメタノール、ペンタシクロペンタデカン
ジメタノール、２，６－デカリンジメタノール、１，５－デカリンジメタノール、２，３
－デカリンジメタノール、２，３－ノルボルナンジメタノール、２，５－ノルボルナンジ
メタノール、１，３－アダマンタンジメタノール、などの脂環式炭化水素のジヒドロキシ
化合物類が好ましい。
【００４２】
　中でも、ポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の耐光性の観点からは
、分子構造内に芳香環構造を有しないジヒドロキシ化合物、即ち脂肪族炭化水素のジヒド
ロキシ化合物が好ましく、なかでも脂環式炭化水素のジヒドロキシ化合物がより好ましい
。脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物としては、特に１，３－プロパンジオール、１，
４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール
、トリシクロデカンジメタノールが好ましく、脂環式炭化水素のジヒドロキシ化合物とし
ては、特に１，４－シクロヘキサンジメタノール、トリシクロデカンジメタノールが好ま
しい。
【００４３】
　これらのその他のジヒドロキシ化合物を用いることにより、ポリカーボネート樹脂及び
ポリカーボネート樹脂組成物の柔軟性の改善、耐熱性の向上、成形性の改善などの効果を
得ることも可能であるが、その他のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位の含有割合が
多過ぎると、機械的物性の低下や、耐熱性の低下を招くことがあるため、全ジヒドロキシ
化合物に由来する構造単位に対する本発明のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位の割
合が、通常１０モル％以上、好ましくは１５モル％以上、更に好ましくは２０モル％以上
である。
【００４４】
　本発明のジヒドロキシ化合物は、還元剤、抗酸化剤、脱酸素剤、光安定剤、制酸剤、ｐ
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Ｈ安定剤、熱安定剤等の安定剤を含んでいても良く、特に酸性下で本発明のジヒドロキシ
化合物は変質しやすいことから、塩基性安定剤を含むことが好ましい。塩基性安定剤とし
ては、長周期型周期表（Nomenclature of Inorganic Chemistry IUPAC Recommendations2
005）における１族または２族の金属の水酸化物、炭酸塩、リン酸塩、亜リン酸塩、次亜
リン酸塩、硼酸塩、脂肪酸塩や、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチル
アンモニウムヒドロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒドロキシド、テトラブチルア
ンモニウムヒドロキシド、トリメチルエチルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルベン
ジルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリエ
チルメチルアンモニウムヒドロキシド、トリエチルベンジルアンモニウムヒドロキシド、
トリエチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリブチルベンジルアンモニウムヒドロ
キシド、トリブチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、テトラフェニルアンモニウムヒ
ドロキシド、ベンジルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド、メチルトリフェニルアン
モニウムヒドロキシド、ブチルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド等の塩基性アンモ
ニウム化合物、４－アミノピリジン、２－アミノピリジン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－４－アミ
ノピリジン、４－ジエチルアミノピリジン、２－ヒドロキシピリジン、２－メトキシピリ
ジン、４－メトキシピリジン、２－ジメチルアミノイミダゾール、２－メトキシイミダゾ
ール、イミダゾール、２－メルカプトイミダゾール、２－メチルイミダゾール、アミノキ
ノリン等のアミン系化合物が挙げられる。その中でも、その効果と後述する蒸留除去のし
やすさから、ナトリウムまたはカリウムのリン酸塩、亜リン酸塩が好ましく、中でもリン
酸水素２ナトリウム、亜リン酸水素２ナトリウムが好ましい。
【００４５】
　これら塩基性安定剤の本発明のジヒドロキシ化合物中の含有量に特に制限はないが、少
なすぎると本発明のジヒドロキシ化合物の変質を防止する効果が得られない可能性があり
、多すぎると本発明のジヒドロキシ化合物の変性を招く場合があるので、通常、本発明の
ジヒドロキシ化合物に対して、通常０．０００１質量％以上、好ましくは０．００１質量
％以上であり、通常１質量％以下、好ましくは０．１質量％以下である。
【００４６】
　また、これら塩基性安定剤を含有した本発明のジヒドロキシ化合物をポリカーボネート
樹脂の製造原料として用いると、塩基性安定剤自体が重合触媒となり、重合速度や品質の
制御が困難になるだけでなく、初期色相に影響を与え、結果的にポリカーボネート樹脂成
形品の耐光性に影響を及ぼすため、ポリカーボネート樹脂の製造原料として使用する前に
塩基性安定剤をイオン交換樹脂や蒸留等で除去することが好ましい。
【００４７】
　本発明のジヒドロキシ化合物がイソソルビド等、環状エーテル構造を有する場合には、
酸素によって徐々に酸化されやすいので、保管や、製造時には、酸素による分解を防ぐた
め、水分が混入しないようにし、また、脱酸素剤等を用いたり、窒素雰囲気下で取り扱っ
たりすることが肝要である。イソソルビドが酸化されると、蟻酸等の分解物が発生する場
合がある。例えば、これら分解物を含むイソソルビドをポリカーボネート樹脂の製造原料
として使用すると、得られるポリカーボネート樹脂更にはポリカーボネート樹脂組成物の
着色を招く可能性があり、又、物性を著しく劣化させる可能性があるだけではなく、重合
反応に影響を与え、高分子量の重合体が得られない場合もある。
【００４８】
　上記酸化分解物を含まない本発明のジヒドロキシ化合物を得るために、また、前述の塩
基性安定剤を除去するためには、蒸留精製を行うことが好ましい。この場合の蒸留とは単
蒸留であっても、連続蒸留であってもよく、特に限定されない。蒸留の条件としてはアル
ゴンや窒素などの不活性ガス雰囲気において、減圧下で蒸留を実施することが好ましく、
熱による変性を抑制するためには、通常２５０℃以下、好ましくは２００℃以下、特には
１８０℃以下の条件で行うことが好ましい。
　このような蒸留精製で、本発明のジヒドロキシ化合物中の蟻酸含有量を２０質量ｐｐｍ
以下、好ましくは１０質量ｐｐｍ以下、特に好ましくは５質量ｐｐｍ以下にすることによ
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り、前記本発明のジヒドロキシ化合物を含むジヒドロキシ化合物をポリカーボネート樹脂
の製造原料として使用した際に、重合反応性を損なうことなく色相や熱安定性に優れたポ
リカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の製造が可能となる。蟻酸含有量の
測定はイオンクロマトグラフィーで行う。
【００４９】
　（炭酸ジエステル）
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂は、上述した本発明のジヒドロキシ化合物を含む
ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルを原料として、エステル交換反応により重縮合させ
て得ることができる。
　用いられる炭酸ジエステルとしては、通常、下記式（５）で表されるものが挙げられる
。これらの炭酸ジエステルは、１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いても
よい。
【００５０】
【化９】

　式（５）において、Ａ１およびＡ２は、それぞれ置換もしくは無置換の炭素数１～１８
の脂肪族基または置換もしくは無置換の芳香族基であり、Ａ１とＡ２とは同一であっても
異なっていてもよい。
【００５１】
　上記式（５）で表される炭酸ジエステルとしては、例えば、ジフェニルカーボネート、
ジトリルカーボネート等の置換ジフェニルカーボネート、ジメチルカーボネート、ジエチ
ルカーボネート及びジ－ｔ－ブチルカーボネート等が例示されるが、好ましくはジフェニ
ルカーボネート、置換ジフェニルカーボネートであり、特に好ましくはジフェニルカーボ
ネートである。なお、炭酸ジエステルは、塩化物イオンなどの不純物を含む場合があり、
重合反応を阻害したり、得られるポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物
の色相に影響を及ぼす場合があるため、必要に応じて、蒸留などにより精製したものを使
用することが好ましい。
【００５２】
　（エステル交換反応触媒）
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂は、上述のように本発明のジヒドロキシ化合物を
含むジヒドロキシ化合物と上記式（５）で表される炭酸ジエステルをエステル交換反応さ
せてポリカーボネート樹脂を製造する。より詳細には、エステル交換させ、副生するモノ
ヒドロキシ化合物等を系外に除去することによって得られる。この場合、通常、エステル
交換反応触媒存在下でエステル交換反応により重縮合を行うことが好ましい。
【００５３】
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂の製造時に使用し得るエステル交換反応触媒（以
下、単に触媒、重合触媒と言うことがある）は、特に波長３５０ｎｍにおける光線透過率
や、イエローインデックス（ＹＩ）値に影響を与え得る。
　用いられる触媒としては、製造されたポリカーボネート樹脂組成物の耐光性、透明性、
色相、耐熱性、熱安定性、成形性及び機械的強度のうち、とりわけて耐光性を満足させ得
るものであれば、限定されないが、長周期型周期表における第１族または第２族（以下、
単に「１族」、「２族」と表記する。）の金属から選ばれる少なくとも１種の金属を含む
化合物（以下、金属化合物と言う事がある）、塩基性ホウ素化合物、塩基性リン化合物、
塩基性アンモニウム化合物、アミン系化合物等の塩基性化合物が挙げられる。好ましくは
１族の金属を含む金属化合物及び／又は２族の金属を含む金属化合物が使用され、より好
ましくは２族の金属を含む金属化合物が使用され、さらに好ましくは原子量４０以下の第
２族の金属を含む金属化合物を使用される。これらは１種を単独で用いてもよく、２種以
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上を混合して用いてもよい。
【００５４】
　１族の金属を含む金属化合物及び／又は２族の金属を含む金属化合物と共に、補助的に
、塩基性ホウ素化合物、塩基性リン化合物、塩基性アンモニウム化合物、アミン系化合物
等の塩基性化合物を併用することも可能であるが、１族の金属を含む金属化合物及び／又
は２族の金属を含む金属化合物のみを使用することが特に好ましい。
　また、１族の金属を含む金属化合物及び／又は２族の金属を含む金属化合物の形態とし
ては通常、水酸化物、又は炭酸塩、カルボン酸塩、フェノール塩といった塩の形態で用い
られるが、入手のし易さ、取扱いの容易さから、水酸化物、炭酸塩、酢酸塩が好ましく、
色相と重合活性の観点からは酢酸塩が好ましい。
【００５５】
　１族の金属を含む金属化合物とは、例えば、リチウム、カリウム、セシウムのような、
１族の金属を含む化合物のことであり、より具体的には、水酸化ナトリウム、水酸化カリ
ウム、水酸化リチウム、水酸化セシウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、炭酸
水素リチウム、炭酸水素セシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸リチウム、炭酸
セシウム、酢酸ナトリウム、酢酸カリウム、酢酸リチウム、酢酸セシウム、ステアリン酸
ナトリウム、ステアリン酸カリウム、ステアリン酸リチウム、ステアリン酸セシウム、水
素化ホウ素ナトリウム、水素化ホウ素カリウム、水素化ホウ素リチウム、水素化ホウ素セ
シウム、フェニル化ホウ素ナトリウム、フェニル化ホウ素カリウム、フェニル化ホウ素リ
チウム、フェニル化ホウ素セシウム、安息香酸ナトリウム、安息香酸カリウム、安息香酸
リチウム、安息香酸セシウム、リン酸水素２ナトリウム、リン酸水素２カリウム、リン酸
水素２リチウム、リン酸水素２セシウム、フェニルリン酸２ナトリウム、フェニルリン酸
２カリウム、フェニルリン酸２リチウム、フェニルリン酸２セシウム、ナトリウム、カリ
ウム、リチウム、セシウムのアルコレート、フェノレート、ビスフェノールＡの２ナトリ
ウム塩、２カリウム塩、２リチウム塩、２セシウム塩等が挙げられ、中でもリチウム化合
物が好ましい。
【００５６】
　２族の金属を含む金属化合物としては、例えば、マグネシウム、カルシウム、ストロン
チウム、バリウムのような、２族の金属を含有する化合物のことであり、より具体的には
、水酸化カルシウム、水酸化バリウム、水酸化マグネシウム、水酸化ストロンチウム、炭
酸水素カルシウム、炭酸水素バリウム、炭酸水素マグネシウム、炭酸水素ストロンチウム
、炭酸カルシウム、炭酸バリウム、炭酸マグネシウム、炭酸ストロンチウム、酢酸カルシ
ウム、酢酸バリウム、酢酸マグネシウム、酢酸ストロンチウム、ステアリン酸カルシウム
、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸マグネシウム、ステアリン酸ストロンチウム等が
挙げられ、中でもマグネシウム化合物、カルシウム化合物、バリウム化合物が好ましく、
重合活性と得られるポリカーボネート樹脂組成物の色相の観点から、マグネシウム化合物
及び／又はカルシウム化合物が更に好ましく、最も好ましくはカルシウム化合物である。
【００５７】
　塩基性ホウ素化合物としては、例えば、テトラメチルホウ素、テトラエチルホウ素、テ
トラプロピルホウ素、テトラブチルホウ素、トリメチルエチルホウ素、トリメチルベンジ
ルホウ素、トリメチルフェニルホウ素、トリエチルメチルホウ素、トリエチルベンジルホ
ウ素、トリエチルフェニルホウ素、トリブチルベンジルホウ素、トリブチルフェニルホウ
素、テトラフェニルホウ素、ベンジルトリフェニルホウ素、メチルトリフェニルホウ素、
ブチルトリフェニルホウ素等のナトリウム塩、カリウム塩、リチウム塩、カルシウム塩、
バリウム塩、マグネシウム塩、あるいはストロンチウム塩等が挙げられる。
【００５８】
　塩基性リン化合物としては、例えば、トリエチルホスフィン、トリ－ｎ－プロピルホス
フィン、トリイソプロピルホスフィン、トリ－ｎ－ブチルホスフィン、トリフェニルホス
フィン、トリブチルホスフィン、あるいは四級ホスホニウム塩等が挙げられる。
　塩基性アンモニウム化合物としては、例えば、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド
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、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒドロキシド、
テトラブチルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルエチルアンモニウムヒドロキシド、
トリメチルベンジルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルフェニルアンモニウムヒドロ
キシド、トリエチルメチルアンモニウムヒドロキシド、トリエチルベンジルアンモニウム
ヒドロキシド、トリエチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリブチルベンジルアン
モニウムヒドロキシド、トリブチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、テトラフェニル
アンモニウムヒドロキシド、ベンジルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド、メチルト
リフェニルアンモニウムヒドロキシド、ブチルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド等
が挙げられる。
【００５９】
　アミン系化合物としては、例えば、４－アミノピリジン、２－アミノピリジン、Ｎ，Ｎ
－ジメチル－４－アミノピリジン、４－ジエチルアミノピリジン、２－ヒドロキシピリジ
ン、２－メトキシピリジン、４－メトキシピリジン、２－ジメチルアミノイミダゾール、
２－メトキシイミダゾール、イミダゾール、２－メルカプトイミダゾール、２－メチルイ
ミダゾール、アミノキノリン等が挙げられる。
【００６０】
　上記金属化合物の含有量は、通常、金属量として、重合に使用した全ジヒドロキシ化合
物１ｍｏｌ当たり０．１μｍｏｌ以上、好ましくは０．５μｍｏｌ以上であり、通常３０
０μｍｏｌ以下、好ましくは１００μｍｏｌ以下である。また、リチウム及び長周期型周
期表における第２族の金属からなる群より選ばれた少なくとも１種の金属を含む金属化合
物を用いることが好ましく、より好ましくは第２族の金属を含む金属化合物を用いること
が好ましく、更には金属化合物として原子量４０以下の第２族の金属を含む金属化合物を
用いることが好ましく、特にはマグネシウム化合物及び／またはカルシウム化合物を用い
ることが好ましい。第２族の金属を含む金属化合物を用いる場合、金属量として、前記全
ジヒドロキシ化合物１ｍｏｌ当たり、通常、０．１μｍｏｌ以上、好ましくは０．５μｍ
ｏｌ以上、特に好ましくは０．７μｍｏｌ以上とする。そして上限としては、通常２０μ
ｍｏｌ、好ましくは１０μｍｏｌ、さらに好ましくは３μｍｏｌ、特に好ましくは１．５
μｍｏｌ、中でも１．０μｍｏｌが好適である。マグネシウム化合物及び／またはカルシ
ウム化合物を用いる場合は、金属量として、前記全ジヒドロキシ化合物１ｍｏｌ当たり、
通常、０．１μｍｏｌ以上、好ましくは０．５μｍｏｌ以上、特に好ましくは０．７μｍ
ｏｌ以上とする。また上限としては、通常２０μｍｏｌ、好ましくは１０μｍｏｌ、さら
に好ましくは３μｍｏｌ、特に好ましくは１．５μｍｏｌ、中でも１．０μｍｏｌが好適
である。
【００６１】
　また、金属化合物として原子量４０以下の第２族元素を含む金属化合物を用いる場合、
ポリカーボネート樹脂組成物中に含まれる第２族の金属からなる群より選ばれた少なくと
も１種の金属を含む金属化合物の含有量は、金属量として、通常０．００１重量ｐｐｍ以
上、好ましくは０．０１重量ｐｐｍ以上、特に好ましくは通常０．０２重量ｐｐｍ以上で
あり、通常１質量ｐｐｍ以下、好ましくは０．７重量ｐｐｍ以下、特に好ましくは０．５
重量ｐｐｍ以下である。
【００６２】
　触媒量が少なすぎると、重合速度が遅くなるため結果的に所望の分子量のポリカーボネ
ート樹脂またはポリカーボネート樹脂組成物を得ようとすると、重合温度を高くせざるを
得なくなり、得られたポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の色相や耐
光性に影響を与えたり、未反応の原料が重合途中で揮発して本発明のジヒドロキシ化合物
を含むジヒドロキシ化合物と前記式（５）で表される炭酸ジエステルのモル比率が崩れ、
所望の分子量に到達しない可能性がある。一方、重合触媒の使用量が多すぎると、得られ
るポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の色相及び耐光性に影響を及ぼ
す可能性がある。
【００６３】
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　（リン系化合物）
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、リン原子の量が金属化合物の金属量に対して
モル比率で６７以上となるようにリン系化合物を含むものである。リン系化合物は構造中
にリン原子を含むものであれば特に制限はないが、熱安定性に優れる点から下記式（６）
、（７）、（８）で表される化合物が好ましい。
【００６４】
【化１０】

【００６５】

【化１１】

【００６６】

【化１２】

【００６７】
　上記式（６）、（７）、（８）において、Ａｒ１、Ａｒ２、Ａｒ３、Ａｒ４、Ａｒ５、
Ａｒ６、は炭素数６～２０のアリール基を表し、それぞれ炭素数１～１０のアルキル基を
置換基として有していても良い。
　Ａｒ１、Ａｒ２、Ａｒ３、Ａｒ４、Ａｒ５、Ａｒ６で表されるアリール基としては、芳
香属性を有するものであればどのようなものであっても構わない。炭素数６～２０のアリ
ール基としては例えば、フェニル基、ナフタレン基、アントラセン基、フェナントレン基
、クリセン基、ピレン基、ベンゾピレン基、ペリレン基などが挙げられる。アリール基の
炭素数としては６～１４が更に好ましく、特にはフェニル基が好ましい。また、有してい
ても良い置換基としては、炭素数１～１０のアルキル基が用いられ、炭素数１～１０のア
ルキル基であれば直鎖でも分岐を有していても良いが分岐の方が好ましい。更に炭素数は
３～８が好ましく、特には４～６が好ましく、中でもターシャリーブチル基が特に好まし
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い。Ａｒ１～Ａｒ６全部同じでもそれぞれ異なっていても構わない。
【００６８】
　上記式（８）においてＲ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６はそれぞれ水素原子、炭素
数１～１０のアルキル基を表す。炭素数１～１０のアルキル基であれば直鎖でも分岐を有
していても良いが分岐の方が好ましい。更に炭素数は３～８が好ましく、特には４～６が
好ましく、中でもターシャリーブチル基が特に好ましい。また、Ｘは単結合または炭素数
１～８のアルキレン基を表し、Ｙは炭素数２～１０のアルキレン基を表す。
【００６９】
　上記式（６）で表される化合物としてはトリフェニルホスファイト、トリス（２－イソ
ブチルフェニル）ホスファイト、トリス（ノニルフェニル）ホスファイト、トリス（２－
ｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、トリス（２－ｔ－ペンチルフェニル）ホスファイト
、トリス（２－シクロヘキシルフェニル）ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチ
ルフェニル）ホスファイト、トリス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、
トリス（２－ｔ－ブチル－６－メチルフェニル）ホスファイトなどが挙げられる。
【００７０】
　上記式（７）で表される化合物としては、ビス（２－ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリ
スリトールジホスファイト、ビス（２－ｔ－ペンチルフェニル）ペンタエリスリトールジ
ホスファイト、ビス（２－シクロヘキシルフェニル）パンタエリスリトールジホスファイ
ト、ビス（ノニルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－
ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔ－ブ
チル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－
ｔ－ブチル－６－メチルフェニル）ホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－
エチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４，６－トリ－ｔ－
ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイトが挙げられる。
【００７１】
　上記式（８）で表される化合物としては、６－［３－（３－ｔ－ブチル‐４－ヒドロキ
シ－５－メチルフェニル）プロポキシ］－２，４，８，１０－テトラｔ－ブチルジベンズ
［ｄ、ｆ］［１，３，２］ジオキサホスフェピン、６－［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル
－４－ヒドロキシフェニル）プロポキシ］－２，４，８，１０－テトラ－ｔ－ブチルジベ
ンズ［ｄ、ｆ］［１，３，２］ジオキサホスフェピン、６－［３－（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシフェニル）プロポキシ］－４，８－ジ－ｔ－ブチル－２，１０－ジ
メチル－１２Ｈ－ジベンゾ［ｄ，ｇ］［１，３，２］ジオキサホスホシン、６－［３－（
３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ］－４，８－ジ
－ｔ－ブチルー２，１０－ジメチル－１２Ｈ－ジベンゾ［ｄ，ｇ］［１，３，２］ジオキ
サホスホシン等が挙げられる。
【００７２】
　これらの中でも、トリス（ノニルフェニル）ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－
ブチルフェニル）ホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタ
エリスリトールジホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェ
ニル）ペンタエリスリトールジホスファイトが好ましく使用される。これらの化合物は、
１種又は２種以上を併用することができる。上記リン系化合物は１種または２種以上を併
用しても良い。
【００７３】
　本発明のリン系化合物を含むポリカーボネート樹脂組成物中のリン原子の量は、ポリカ
ーボネート樹脂組成物中の金属化合物の金属量に対して、モル比率で通常６７以上、好ま
しくは８０以上、特に好ましくは９０以上であり、通常２００以下、好ましくは１５０以
下、特に好ましくは１２０以下含む。ポリカーボネート樹脂組成物中のリン原子の量が上
記範囲内の場合、成形時の着色を抑制し、透明性に優れ、成形後の色相に優れたポリカー
ボネート樹脂組成物を及びその成形品を得ることが可能となる。一方、ポリカーボネート
樹脂組成物中のリン原子の量が６７より少ないと、成形時の着色抑制効果が不十分になる
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ことがある。また、２００より多いと、射出成形時における金型への付着物が多くなった
り、押出成形によりフィルムを成形する際にロールへの付着物が多くなったりすることに
より、製品の表面外観が損なわれる場合がある。
【００７４】
　実施の形態において、ポリカーボネート樹脂に配合する前記リン系化合物の混合時期、
混合方法は特に限定されない。混合時期としては、例えば、エステル交換法でポリカーボ
ネート樹脂を製造した場合は触媒活性を低下させない範囲でエステル交換反応開始前に混
合してもよく、また重合反応終了時；さらに、重合法に関わらず、ポリカーボネート樹脂
と他の配合剤との混練途中等のポリカーボネート樹脂が溶融した状態；押出機等を用い、
ペレットまたは粉末等の固体状態のポリカーボネート樹脂とブレンド・混練する際等が挙
げられる。混合方法としては、ポリカーボネート樹脂に前記酸価防止剤を直接混合または
混練する方法；少量のポリカーボネート樹脂または他の樹脂等と前記酸化防止剤を用いて
作成した高濃度のマスターバッチとして混合することもできる。
【００７５】
　また、１族金属、中でもリチウム、ナトリウム、カリウム、セシウム、特にはナトリウ
ム、カリウム、セシウムは、ポリカーボネート樹脂組成物中に多く含まれると色相に悪影
響を及ぼす可能性があり、該金属は使用する触媒からのみではなく、原料や反応装置から
混入する場合があるため、ポリカーボネート樹脂組成物中のこれらの合計量は、金属量と
して、通常１質量ｐｐｍ以下、好ましくは０．８質量ｐｐｍ以下、より好ましくは０．７
質量ｐｐｍ以下である。
【００７６】
　ポリカーボネート樹脂組成物中の金属量は、湿式灰化などの方法でポリカーボネート樹
脂組成物中の金属を回収した後、原子発光、原子吸光、Inductively Coupled Plasma（Ｉ
ＣＰ）等の方法を使用して測定することが出来る。
【００７７】
　更に、上記式（５）で表される炭酸ジエステルとして、ジフェニルカーボネート、ジト
リルカーボネート等の置換ジフェニルカーボネートを用い、本発明に用いるポリカーボネ
ート樹脂を製造する場合は、フェノール、置換フェノールが副生し、ポリカーボネート樹
脂中に残存し、ポリカーボネート樹脂組成物中にも含有することは避けられないが、フェ
ノール、置換フェノールも芳香環を有することから紫外線を吸収し、耐光性に影響を与え
る要因になる場合があるだけでなく、成型時の臭気の原因となる場合がある。ポリカーボ
ネート樹脂中には、通常のバッチ反応後は１０００質量ｐｐｍ以上の副生フェノール等の
芳香環を有する、芳香族モノヒドロキシ化合物が含まれているが、耐光性や臭気低減の観
点からは、脱揮性能に優れた横型反応器や真空ベント付の押出機を用いて、ポリカーボネ
ート樹脂中に前記芳香族モノヒドロキシ化合物は７００質量ｐｐｍ以下、好ましくは５０
０質量ｐｐｍ以下、特には３００質量ｐｐｍ以下にすることが好ましい。ただし、工業的
に完全に除去することは困難であり、芳香族モノヒドロキシ化合物の含有量の下限は通常
１質量ｐｐｍである。
【００７８】
　尚、これら芳香族モノヒドロキシ化合物は、用いる原料により、当然置換基を有してい
てもよく、例えば、炭素数が５以下であるアルキル基などを有していてもよい。
【００７９】
＜製造方法＞
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂及び本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、本
発明のジヒドロキシ化合物を含むジヒドロキシ化合物と前記式（５）の炭酸ジエステルと
をエステル交換反応により重縮合させることによって得られるが、原料であるジヒドロキ
シ化合物と炭酸ジエステルは、エステル交換反応前に均一に混合することが好ましい。
【００８０】
　混合の温度は通常８０℃以上、好ましくは９０℃以上であり、特に好ましくは１００℃
以上である。その上限は通常２５０℃以下、好ましくは２００℃以下、更に好ましくは１
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５０℃以下であり、特には好ましくは１２０℃以下である。混合の温度が低すぎると溶解
速度が遅かったり、溶解度が不足したりする可能性があり、しばしば固化等に影響を及ぼ
す可能性がある。混合の温度が高すぎるとジヒドロキシ化合物の熱劣化を招く場合があり
、結果的に得られるポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の色相が変化
し、耐光性に悪影響を及ぼす可能性がある。
【００８１】
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂の原料である本発明のジヒドロキシ化合物を含む
ジヒドロキシ化合物と前記式（５）で表される炭酸ジエステルとを混合する操作は、通常
酸素濃度０．０００１体積％以上であり、通常１０体積％以下、好ましくは５体積％以下
、特に好ましくは１体積％以下の雰囲気下で行うことが、色相への影響の観点から好まし
い。
【００８２】
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂を得るためには、前記式（５）で表される炭酸ジ
エステルは、反応に用いる本発明のジヒドロキシ化合物を含むジヒドロキシ化合物に対し
て、通常０．９０以上、好ましくは、０．９５以上のモル比率で用いることが好ましく、
通常１．２０以下、好ましくは１．１０以下のモル比率で用いることが好ましい。
　このモル比率が小さくなると、製造されたポリカーボネート樹脂の末端水酸基が増加し
て、ポリマーの熱安定性に影響を与え、成型時に着色を招いたり、エステル交換反応の速
度が低下したり、所望する高分子量体が得られない可能性がある。
　また、このモル比率が大きくなると、エステル交換反応の速度が低下したり、所望とす
る分子量のポリカーボネートの製造が困難となる場合がある。エステル交換反応速度の低
下は、重合反応時の熱履歴を増大させ、結果的に得られたポリカーボネート樹脂及びポリ
カーボネート樹脂組成物の色相や耐光性に影響を及ぼす可能性がある。
【００８３】
　更には、本発明のジヒドロキシ化合物を含むジヒドロキシ化合物に対して、前記式（５
）で表される炭酸ジエステルのモル比率が増大すると、得られるポリカーボネート樹脂中
の残存炭酸ジエステル量が増加しポリカーボネート樹脂組成物中の炭酸ジエステル含有量
も増大する。これらが紫外線を吸収してポリカーボネート樹脂組成物の耐光性に影響を及
ぼす場合がある。本発明のポリカーボネート樹脂組成物中の炭酸ジエステルの濃度は、好
ましくは６０質量ｐｐｍ以下、更に好ましくは４０質量ｐｐｍ以下、特に好ましくは３０
質量ｐｐｍ以下である。現実的にポリカーボネート樹脂組成物中には未反応の炭酸ジエス
テルを含むことがあり、濃度の下限値は通常１質量ｐｐｍである。
【００８４】
　本発明において、ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルとを重縮合させる方法は、上述
の触媒存在下、通常、複数の反応器を用いて多段階で実施される。反応の形式は、バッチ
式、連続式、あるいはバッチ式と連続式の組み合わせのいずれの方法でもよい。
　重合初期においては、相対的に低温、低真空でプレポリマーを得、重合後期においては
相対的に高温、高真空で所定の値まで分子量を上昇させることが好ましいが、各分子量段
階でのジャケット温度と内温、反応系内の圧力を適切に選択することが色相や耐光性の観
点から重要である。例えば、重合反応が所定の値に到達する前に温度、圧力のどちらか一
方でも早く変化させすぎると、未反応のモノマーが留出し、ジヒドロキシ化合物と炭酸ジ
エステルのモル比を狂わせ、重合速度の低下を招いたり、所定の分子量や末端基を持つポ
リマーが得られなかったりして結果的に本願発明の目的を達成することができない可能性
がある。
【００８５】
　更には、留出するモノマーの量を抑制するために、重縮合を行う反応器に還流冷却器を
用いることは有効であり、特に未反応モノマー成分が多い重合初期の反応器でその効果は
大きい。還流冷却器に導入される冷媒の温度は使用するモノマーに応じて適宜選択するこ
とができるが、通常、還流冷却器に導入される冷媒の温度は該還流冷却器の入口において
通常４５℃以上、好ましくは８０℃以上、特に好ましくは１００℃以上であり、通常１８
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０℃以下、好ましくは１５０℃以下、特に好ましくは１３０℃以下である。還流冷却器に
導入される冷媒の温度が高すぎると還流量が減り、その効果が低下し、低すぎると、本来
留去すべきモノヒドロキシ化合物の留去効率が低下する傾向にある。冷媒としては、温水
、蒸気、熱媒オイル等が用いられ、蒸気、熱媒オイルが好ましい。
【００８６】
　重合速度を適切に維持し、モノマーの留出を抑制しながら、最終的なポリカーボネート
樹脂組成物の色相や熱安定性、耐光性等を損なわないようにするためには、前述の触媒の
種類と量の選定が重要である。
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂は、触媒を用いて、複数の反応器を用いて多段階
で重合させて製造することが好ましいが、重合を複数の反応器で実施する理由は、重合反
応初期においては、反応液中に含まれるモノマーが多いために、必要な重合速度を維持し
つつ、モノマーの揮散を抑制してやることが重要であり、重合反応後期においては、平衡
を重合側にシフトさせるために、副生するモノヒドロキシ化合物を十分留去させることが
重要になるためである。このように、異なった重合反応条件を設定するには、直列に配置
された複数の重合反応器を用いることが、生産効率の観点から好ましい。
【００８７】
　本発明におけるポリカーボネート樹脂を製造する方法で使用される反応器は、上述の通
り、少なくとも２つ以上であればよいが、生産効率などの観点からは、好ましくは３つ以
上、更に好ましくは３～５つ、特に好ましくは、４つである。
　本発明において、反応器が２つ以上であれば、その反応器中で、更に条件の異なる反応
段階を複数持たせる、連続的に温度・圧力を変えていくなどしてもよい。
【００８８】
　本発明において、重合触媒に用いる触媒は原料調製槽、原料貯槽に混合することもでき
るし、重合槽に直接混合することもできるが、供給の安定性、重合の制御の観点からは、
重合槽に供給される前の原料ラインの途中に触媒供給ラインを設置し、好ましくは水溶液
で供給する。
【００８９】
　重合反応の温度は、低すぎると生産性の低下や製品への熱履歴の増大を招き、高すぎる
とモノマーの揮散を招くだけでなく、ポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組
成物の分解や着色を助長する可能性がある。
　具体的には、第１段目の反応は、重合反応器の内温の最高温度として、通常１４０℃以
上、好ましくは１８０℃以上、更に好ましくは２００℃以上で、通常２７０℃以下、好ま
しくは２４０℃以下、更に好ましくは２３０℃以下であり、通常１ｋＰａ以上、好ましく
は５ｋＰａ以上、更に好ましくは１０ｋＰａ以上で、通常１１０ｋＰａ以下、好ましくは
７０ｋＰａ以下、更に好ましくは３０ｋＰａ以下（絶対圧力）の圧力下、通常０．１時間
～１０時間以上、好ましくは０．５時間以上で、通常１０時間以下、好ましくは３時間以
下の時間、発生するモノヒドロキシ化合物を反応系外へ留去しながら実施される。
【００９０】
　第２段目以降は、反応系の圧力を第１段目の圧力から徐々に下げ、引き続き発生するモ
ノヒドロキシ化合物を反応系外へ除きながら、最終的には反応系の圧力（絶対圧力）を２
００Ｐａ以下にして、内温の最高温度を通常２１０℃以上、好ましくは２２０℃以上で通
常２７０℃以下、好ましくは２５０℃以下であり、通常０．１時間以上、好ましくは、０
．５時間以上、特に好ましくは１時間以上で、通常１０時間以下、好ましくは６時間以下
、特に好ましくは３時間以下の時間行う。
【００９１】
　特にポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の着色や熱劣化を抑制し、
色相や耐光性の良好なポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物を得るには
、全反応段階における内温の最高温度が２５０℃未満、特に２２５℃～２４５℃であるこ
とが好ましい。また、重合反応後半の重合速度の低下を抑止し、熱履歴による劣化を最小
限に抑えるためには、重合の最終段階でプラグフロー性と界面更新性に優れた横型反応器
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を使用することが好ましい。
【００９２】
　所定の分子量のポリカーボネート樹脂を得るために、重合温度を高く、重合時間を長く
し過ぎると、紫外線透過率は下がり、ＹＩ値は大きくなる傾向にある。
　副生したモノヒドロキシ化合物は、資源有効活用の観点から、必要に応じ精製を行った
後、炭酸ジフェニルやビスフェノールＡ等の原料として再利用することが好ましい。
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂は、上述の通り重縮合後、通常、冷却固化させ、
回転式カッター等でペレット化される。
【００９３】
　ペレット化の方法は限定されるものではないが、最終重合反応器から溶融状態で抜き出
し、ストランドの形態で冷却固化させてペレット化させる方法、最終重合反応器から溶融
状態で一軸または二軸の押出機に樹脂を供給し、溶融押出しした後、冷却固化させてペレ
ット化させる方法、又は、最終重合反応器から溶融状態で抜き出し、ストランドの形態で
冷却固化させて一旦ペレット化させた後に、再度一軸または二軸の押出機に樹脂を供給し
、溶融押出しした後、冷却固化させてペレット化させる方法等が挙げられる。
【００９４】
　その際、押出機中で、残存モノマーの減圧脱揮や、通常知られている、熱安定剤、中和
剤、耐光安定剤、離型剤、着色剤、帯電防止剤、滑剤、潤滑剤、可塑剤、相溶化剤、難燃
剤等を添加、混練することも出来る。
　押出機中の、溶融混練温度は、ポリカーボネート樹脂のガラス転移温度や分子量に依存
するが、通常１５０℃以上、好ましくは２００℃以上、更に好ましくは２３０℃以上であ
り、通常３００℃以下、好ましくは２７０℃以下、更に好ましくは２６０℃以下である。
溶融混練温度が１５０℃より低いと、ポリカーボネート樹脂の溶融粘度が高く、押出機へ
の負荷が大きくなり、生産性が低下する。３００℃より高いと、ポリカーボネートの熱劣
化が激しくなり、分子量の低下による機械的強度の低下や着色、ガスの発生を招く。
【００９５】
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂を製造する際には、異物の混入を防止するため、
フィルターを設置することが望ましい。フィルターの設置位置は押出機の下流側が好まし
く、フィルターの異物除去の大きさ（目開き）は、９９％除去の濾過精度として通常１０
０μｍ以下が好ましい。特に、フィルム用途等で微少な異物の混入を嫌う場合は、４０μ
ｍ以下が好ましく、さらには１０μｍ以下が好ましい。
【００９６】
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂の押出は、押出後の異物混入を防止するために、
好ましくはＪＩＳＢ　９９２０（２００２年）に定義されるクラス７、更に好ましくはク
ラス６より清浄度の高いクリーンルーム中で実施することが望ましい。
　また、押出されたポリカーボネート樹脂を冷却しチップ化する際は、空冷、水冷等の冷
却方法を使用するのが好ましい。空冷の際に使用する空気は、ヘパフィルター等で空気中
の異物を事前に取り除いた空気を使用し、空気中の異物の再付着を防ぐのが望ましい。水
冷を使用する際は、イオン交換樹脂等で水中の金属分を取り除き、さらにフィルターにて
、水中の異物を取り除いた水を使用することが望ましい。用いるフィルターの目開きは、
９９％除去の濾過精度として１０μｍ～０．４５μｍであることが好ましい。
【００９７】
　このようにして得られた本発明のポリカーボネート樹脂の分子量は、還元粘度で表すこ
とができ、還元粘度は、通常０．３０ｄＬ／ｇ以上であり、０．３５ｄＬ／ｇ以上が好ま
しく、還元粘度の上限は、１．２０ｄＬ／ｇ以下、１．００ｄＬ／ｇ以下がより好ましく
、０．８０ｄＬ／ｇ以下が更に好ましい。
　ポリカーボネート樹脂の還元粘度が低すぎると成形品の機械的強度が小さい可能性があ
り、大きすぎると、成形する際の流動性が低下し、生産性や成形性を低下させる傾向があ
る。
【００９８】
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　尚、還元粘度は、溶媒として塩化メチレンを用い、ポリカーボネート溶液の濃度を０．
６ｇ／ｄＬに精密に調製し、温度２０．０℃±０．１℃でウベローデ粘度管を用いて測定
する。
　更に本発明のポリカーボネート樹脂中の下記式（９）で表される末端基の濃度（末端フ
ェニル基濃度）の下限量は、好ましくは２０μｅｑ／ｇ、更に好ましくは４０μｅｑ／ｇ
、特に好ましくは５０μｅｑ／ｇであり、上限は好ましくは１６０μｅｑ／ｇ、更に好ま
しくは１４０μｅｑ／ｇ、特に好ましくは１００μｅｑ／ｇである。
【００９９】
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂中の、下記式（９）で表される末端基の濃度が、
高すぎると重合直後や成型時の色相が良くても、紫外線曝露後の色相の悪化に影響を及ぼ
す可能性があり、逆に低すぎると熱安定性が低下する可能性がある。
　下記式（９）で表される末端基の濃度を制御するには、原料である本発明のジヒドロキ
シ化合物を含むジヒドロキシ化合物と前記一般式（５）で表される炭酸ジエステルのモル
比率を制御する他、エステル交換反応時の触媒の種類や量、重合圧力や重合温度を制御す
る方法等が挙げられる。
【０１００】
【化１３】

【０１０１】
　また、本発明のポリカーボネート樹脂中の芳香環に結合したＨのモル数を（Ａ）、芳香
環以外に結合したＨのモル数を（Ｂ）とした場合、芳香環に結合したＨのモル数の全Ｈの
モル数に対する比率は、Ａ／（Ａ＋Ｂ）で表されるが、耐光性には上述のように、紫外線
吸収能を有する芳香族環が影響を及ぼす可能性があるため、Ａ／（Ａ＋Ｂ）は０．０５以
下であることが好ましく、更に好ましくは０．０４以下、特に好ましくは０．０２以下、
好適には０．０１以下である。Ａ／（Ａ＋Ｂ）は、１Ｈ－ＮＭＲで定量することができる
。
【０１０２】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、本発明の目的を損なわない範囲で、耐光安
定剤を含有することができる。耐光安定剤をポリカーボネート樹脂組成物に含有させるこ
とにより、前記サンシャインカーボンアークを用いた照射処理前後のヘイズの差を小さく
することができ、白濁すること無く、透明性に優れたポリカーボネート樹脂成形品を得る
ことができる。かかる耐光安定剤の含有量は、ポリカーボネート樹脂１００質量部に対し
て好ましくは０．０００１質量部以上、更に好ましくは０．００１質量部以上、特に好ま
しくは０．０１質量部以上、最も好ましくは０．０５質量部以上であり、好ましくは１質
量部以下、更に好ましくは０．８質量部以下、特に好ましくは０．５質量部以下、最も好
ましくは０．１５質量部以下である。耐光安定剤の含有量が多過ぎると、着色する傾向が
あり、一方、少な過ぎると耐候試験に対する十分な改良効果が得られない傾向がある。耐
光安定剤とは、主に紫外線等の光による樹脂の劣化を防止し、光に対する安定性を向上さ
せる作用を有するものである。耐光安定剤としては、紫外線そのものを吸収する紫外線吸
収剤や、ラジカル捕捉作用のある光安定剤等を挙げることができる。光安定剤としては、
ヒンダードアミンが好ましい。
【０１０３】
（４）離型剤
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は溶融成形時の金型からの離型性をより向上させ
るために、更に離型剤を含有していることが好ましい。離型剤としては、高級脂肪酸、一
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価または多価アルコールの高級脂肪酸エステル、蜜蝋等の天然動物系ワックス、カルナバ
ワックス等の天然植物系ワックス、パラフィンワックス等の天然石油系ワックス、モンタ
ンワックス等の天然石炭系ワックス、オレフィン系ワックス、シリコーンオイル、オルガ
ノポリシロキサン等が挙げられ、高級脂肪酸、一価または多価アルコールの高級脂肪酸エ
ステルが特に好ましい。
【０１０４】
　高級脂肪酸エステルとしては、置換又は無置換の炭素数１～炭素数２０の一価又は多価
アルコールと置換又は無置換の炭素数１０～炭素数３０の飽和脂肪酸との部分エステル又
は全エステルが好ましい。かかる一価又は多価アルコールと飽和脂肪酸との部分エステル
又は全エステルとしては、ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸ジグリセリド、ス
テアリン酸トリグリセリド、ステアリン酸モノソルビテート、ステアリン酸ステアリル、
ベヘニン酸モノグリセリド、ベヘニン酸ベヘニル、ペンタエリスリトールモノステアレー
ト、ペンタエリスリトールテトラステアレート、ペンタエリスリトールテトラペラルゴネ
ート、プロピレングリコールモノステアレート、ステアリルステアレート、パルミチルパ
ルミテート、ブチルステアレート、メチルラウレート、イソプロピルパルミテート、ビフ
ェニルビフェネ－ト、ソルビタンモノステアレート、２－エチルヘキシルステアレート等
が挙げられる。なかでも、ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸トリグリセリド、
ペンタエリスリトールテトラステアレート、ベヘニン酸ベヘニルが好ましく用いられる。
【０１０５】
　高級脂肪酸としては、置換又は無置換の炭素数１０～炭素数３０の飽和脂肪酸が好まし
い。このような飽和脂肪酸としては、ミリスチン酸、ラウリン酸、パルミチン酸、ステア
リン酸、ベヘニン酸等が挙げられる。これらの離型剤は、１種を単独で用いても良く、２
種以上を混合して用いても良い。かかる離型剤の含有量は、ポリカーボネート樹脂１００
質量部に対し、好ましくは０．０００１質量部以上、更に好ましくは０．０１質量部以上
、特に好ましくは０．１質量部以上、一方、好ましくは１質量部以下、更に好ましくは０
．７質量部以下、特に好ましくは０．５質量部以下である。
【０１０６】
　本実施の形態において、ポリカーボネート樹脂に配合する前記離型剤の混合時期、混合
方法は特に限定されない。混合時期としては、例えば、エステル交換法でポリカーボネー
ト樹脂を製造した場合は重合反応終了時；さらに、重合法に関わらず、ポリカーボネート
樹脂と他の配合剤との混練途中等のポリカーボネート樹脂が溶融した状態；押出機等を用
い、ペレットまたは粉末等の固体状態のポリカーボネート樹脂とブレンド・混練する際等
が挙げられる。混合方法としては、ポリカーボネート樹脂に前記離型剤を直接混合または
混練する方法；少量のポリカーボネート樹脂または他の樹脂等と前記離型剤を用いて作成
した高濃度のマスターバッチとして混合することもできる。
【０１０７】
（５）酸化防止剤
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、前記リン系化合物以外にも酸化防止剤を含ん
でも良い。酸化防止剤としてはフェノール系酸化防止剤、イオウ系酸化防止剤が挙げられ
る。
【０１０８】
　（フェノール系酸化防止剤）
　フェノール系酸化防止剤としては、例えばペンタエリスリトールテトラキス（３－メル
カプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラキス（３－ラウリルチオプロピオ
ネート）、グリセロール－３－ステアリルチオプロピオネート、トリエチレングリコール
－ビス［３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオ
ネート］、１，６－ヘキサンジオール－ビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、ペンタエリスリトール－テトラキス［３－（
３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、オクタデ
シル－３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート
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、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブル－４－ヒ
ドロキシベンジル）ベンゼン、Ｎ，Ｎ－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシ－ヒドロシンナマイド）、３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシ－ベンジルホスホネート－ジエチルエステル、トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－
ブチル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、４，４’－ビフェニレンジホスフ
ィン酸テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）、３，９－ビス｛１，１－
ジメチル－２－［β－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）
プロピオニルオキシ］エチル｝－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ（５，５）ウン
デカン等の化合物が挙げられる。
【０１０９】
　これらの化合物の中でも、炭素数５以上のアルキル基によって１つ以上置換された芳香
族モノヒドロキシ化合物が好ましく、具体的には、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、ペンタエリスリチル－テト
ラキス｛３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート｝、
１，６－ヘキサンジオール－ビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シフェニル）プロピオネート］、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン等が好ましく、ペンタエリ
スリチル－テトラキス｛３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロ
ピオネートが更に好ましい。
【０１１０】
　ここで、フェノール系酸化防止剤の含有量は、ポリカーボネート樹脂１００質量部に対
し、好ましくは、０．０００１質量部以上、さらに好ましくは０．０００２質量部以上、
特に好ましくは０．０００３質量部以上、一方、好ましくは１質量部以下、更に好ましく
は０．１質量部以下、特に好ましくは０．０１質量部以下である。
　前記含有量が過度に少ないと、成形時の着色抑制効果が不十分になることがある。また
、前記含有量が過度に多いと、射出成形時における金型への付着物が多くなったり、押出
成形によりフィルムを成形する際にロールへの付着物が多くなったりすることにより、製
品の表面外観が損なわれる場合がある。
【０１１１】
　（イオウ系酸化防止剤）
　イオウ系酸化防止剤としては、例えば、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオン酸エ
ステル、ジトリデシル－３，３’－チオジプロピオン酸エステル、ジミリスチル－３，３
’－チオジプロピオン酸エステル、ジステアリル－３，３’－チオジプロピオン酸エステ
ル、ラウリルステアリル－３，３’－チオジプロピオン酸エステル、ペンタエリスリトー
ルテトラキス（３－ラウリルチオプロピオネート）、ビス［２－メチル－４－（３－ラウ
リルチオプロピオニルオキシ）－５－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル］スルフィド、オクタデ
シルジスルフィド、メルカプトベンズイミダゾール、２－メルカプト－６－メチルベンズ
イミダゾール、１，１’－チオビス（２－ナフトール）などをあげることができる。上記
のうち、ペンタエリスリトールテトラキス（３－ラウリルチオプロピオネート）が好まし
い。
【０１１２】
　ここで、イオウ系酸化防止剤の含有量は、ポリカーボネート樹脂１００質量部に対し、
好ましくは、０．０００１質量部以上、さらに好ましくは０．０００２質量部以上、特に
好ましくは０．０００３質量部以上、一方、好ましくは１質量部以下、更に好ましくは０
．１質量部以下、特に好ましくは０．０１質量部以下である。
　前記含有量が過度に少ないと、成形時の着色抑制効果が不十分になることがある。また
、前記含有量が過度に多いと、射出成形時における金型への付着物が多くなったり、押出
成形によりフィルムを成形する際にロールへの付着物が多くなったりすることにより、製
品の表面外観が損なわれる場合がある。
【０１１３】
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　本実施の形態において、ポリカーボネート樹脂に配合する前記リン系酸化防止剤、フェ
ノール系酸化防止剤、イオウ系酸化防止剤の混合時期、混合方法は特に限定されない。混
合時期としては、例えば、エステル交換法でポリカーボネート樹脂を製造した場合は重合
反応終了時；さらに、重合法に関わらず、ポリカーボネート樹脂と他の配合剤との混練途
中等のポリカーボネート樹脂が溶融した状態；押出機等を用い、ペレットまたは粉末等の
固体状態のポリカーボネート樹脂とブレンド・混練する際等が挙げられる。混合方法とし
ては、ポリカーボネート樹脂に前記酸価防止剤を直接混合または混練する方法；少量のポ
リカーボネート樹脂または他の樹脂等と前記酸化防止剤を用いて作成した高濃度のマスタ
ーバッチとして混合することもできる。
【０１１４】
（６）その他の添加剤
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には更に酸性化合物を含有していてもよい。
　酸性化合物の配合量は、ポリカーボネート樹脂１００質量部に対し、少なくとも１種の
酸性化合物は、好ましくは０．００００１質量部以上、更に好ましくは０．０００１質量
部以上、特に好ましくは０．０００２質量部以上、一方、好ましくは０．１質量部以下、
更に好ましくは０．０１質量部以下、特に好ましくは０．００１質量部以下である。
　酸性化合物の配合量が過度に少ないと、射出成形する際に、ポリカーボネート樹脂組成
物の射出成形機内の滞留時間が長くなった場合における着色を抑制することが充分に出来
ない場合がある。また、酸性化合物の配合量が過度に多いと、ポリカーボネート樹脂組成
物の耐加水分解性が著しく低下する場合がある。
【０１１５】
　酸性化合物としては、例えば、塩酸、硝酸、ホウ酸、硫酸、亜硫酸、リン酸、亜リン酸
、次亜リン酸、ポリリン酸、アジピン酸、アスコルビン酸、アスパラギン酸、アゼライン
酸、アデノシンリン酸、安息香酸、ギ酸、吉草酸、クエン酸、グリコール酸、グルタミン
酸、グルタル酸、ケイ皮酸、コハク酸、酢酸、酒石酸、シュウ酸、ｐ－トルエンスルフィ
ン酸、ｐ－トルエンスルホン酸、ナフタレンスルホン酸、ニコチン酸、ピクリン酸、ピコ
リン酸、フタル酸、テレフタル酸、プロピオン酸、ベンゼンスルフィン酸、ベンゼンスル
ホン酸、マロン酸、マレイン酸等のブレンステッド酸及びそのエステル類が挙げられる。
これらの酸性化合物又はその誘導体の中でも、スルホン酸類又はそのエステル類が好まし
く、中でも、ｐ－トルエンスルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸メチル、ｐ－トルエンス
ルホン酸ブチルが特に好ましい。
【０１１６】
　これらの酸性化合物は、上述したポリカーボネート樹脂の重縮合反応において使用され
る塩基性エステル交換触媒を中和する化合物として、ポリカーボネート樹脂組成物の製造
工程において混合することができる。
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、本発明の目的を損なわない範囲で、帯電防
止剤を含有することができる。
【０１１７】
　また、本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、無機充填材を含有しても良い。無機
充填材の配合量は、ポリカーボネート樹脂１００質量部に対し、通常１質量部以上、好ま
しくは３質量部以上であり、通常１００質量部以下、好ましくは５０質量部以下である。
無機充填材の配合量が過度に少ないと補強効果が少なく、また、過度に多いと外観が悪く
なる傾向がある。
　無機充填材としては、例えば、ガラス繊維、ガラスミルドファイバー、ガラスフレーク
、ガラスビーズ、炭素繊維、シリカ、アルミナ、酸化チタン、硫酸カルシウム粉体、石膏
、石膏ウィスカー、硫酸バリウム、タルク、マイカ、ワラストナイト等の珪酸カルシウム
；カーボンブラック、グラファイト、鉄粉、銅粉、二硫化モリブデン、炭化ケイ素、炭化
ケイ素繊維、窒化ケイ素、窒化ケイ素繊維、黄銅繊維、ステンレス繊維、チタン酸カリウ
ム繊維、ウィスカー等が挙げられる。これらの中でも、ガラスの繊維状充填材、ガラスの
粉状充填材、ガラスのフレーク状充填材；炭素の繊維状充填材、炭素の粉状充填材、炭素
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のフレーク状充填材；各種ウィスカー、マイカ、タルクが好ましい。より好ましくは、ガ
ラス繊維、ガラスフレーク、ガラスミルドファイバー、炭素繊維、ワラストナイト、マイ
カ、タルクが挙げられる。
【０１１８】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、上記成分を同時に、または任意の順序でタン
ブラー、Ｖ型ブレンダー、ナウターミキサー、バンバリーミキサー、混練ロール、押出機
等の混合機により混合して製造することができる。更に、本発明の目的を損なわない範囲
で、樹脂組成物に通常用いられる核剤、難燃剤、無機充填剤、衝撃改良剤、発泡剤、染顔
料等が含まれても差し支えない。
【０１１９】
　本実施の形態では、上述したポリカーボネート樹脂組成物を成形してなるポリカーボネ
ート樹脂成形品が得られる。ポリカーボネート樹脂成形品の成形方法は特に限定されない
が、射出成形法が好ましい。また、本発明のポリカーボネート樹脂成形品は、耐光性、透
明性、耐候性に優れているため、道路遮音壁、アーケード天井シート、アーケード天井プ
レート、施設屋根、施設壁材等の屋外用建材に好適に使用することができる。
【０１２０】
　また、本発明のポリカーボネート樹脂組成物は例えば、芳香族ポリカーボネート、芳香
族ポリエステル、脂肪族ポリエステル、ポリアミド、ポリスチレン、ポリオレフィン、ア
クリル、アモルファスポリオレフィン、ＡＢＳ、ＡＳなどの合成樹脂、ポリ乳酸、ポリブ
チレンスクシネートなどの生分解性樹脂、ゴムなどの１種又は２種以上と混練して、ポリ
マーアロイとしても用いることもできる。
【０１２１】
　本発明によれば、耐光性、透明性、色相、耐熱性、熱安定性、成形性及び機械的強度に
優れたポリカーボネート樹脂組成物及びその成形品を提供することができる。
【実施例】
【０１２２】
　以下、実施例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明は、その要旨を超えない限
り、以下の実施例により限定されるものではない。
　以下において、ポリカーボネート樹脂、ポリカーボネート樹脂組成物、成形品等の物性
ないし特性の評価は次の方法により行った。
【０１２３】
（１）還元粘度の測定
　ポリカーボネート樹脂のサンプルを、溶媒としてフェノール／１，１，２，２－テトラ
クロロエタンの質量比１：１の混合溶液を用いて溶解し、１．０ｇ／ｄＬの濃度のポリカ
ーボネート溶液を調製した。ウベローデ型粘度管を用いて、温度３０．０℃±０．１℃で
測定を行い、溶媒の通過時間ｔ０と溶液の通過時間ｔから次式より相対粘度ηｒeｌを求
め、
　　ηｒeｌ＝ｔ／ｔ０

　相対粘度から次式より比粘度ηｓｐを求めた。
　　ηｓｐ＝（η－η０）／η０＝ηｒeｌ－１
　比粘度を濃度ｃ（ｇ／ｄＬ）で割って、還元粘度ηｓｐ／ｃを求めた。この値が高いほ
ど分子量が大きい。
【０１２４】
（２）ポリマー中のＣａおよびＰの定量
　　試料をケルダーフラスコに採取して、硫酸と硝酸を添加して加熱し、湿式分解した。
分解液を定容して溶液中のＰおよびＣａをＩＣＰ－ＡＥＳ（ＪＯＢＩＮ　ＹＶＯＮ社製）
で測定した。結果は表１に示す。
【０１２５】
（３）色相測定
　ＪＩＳ　Ｋ７１０５に準拠し、分光色差計（日本電色工業社製ＳＥ２０００）を使用し
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、Ｃ光源透過法にて、下記の各実施例及び比較例で得られた射出成形片のイエローインデ
ックス（ＹＩ）値を測定した。ＹＩ値が小さい程、黄色味がなく品質が優れることを示す
。
【０１２６】
（４）滞留熱安定性試験
　下記実施例および比較例にて製造したポリカーボネート樹脂組成物のペレットを、窒素
雰囲気下、９０℃で１０時間乾燥した。次に、乾燥したポリカーボネート樹脂組成物のペ
レットを射出成形機（日本製鋼所社製Ｊ７５ＥＩＩ型）に供給し、樹脂温度２４０℃条件
下、成形機内に１分間および１０分間滞留させた後、厚み３ｍｍの射出成形片を作製しそ
れぞれのＹＩ値を測定した。
【０１２７】
　以下の実施例の記載の中で用いた化合物の略号は次の通りである。
ＩＳＢ：イソソルビド（ロケットフルーレ社製、商品名POLYSORB）
ＣＨＤＭ：１，４－シクロヘキサンジメタノール（新日本理化社製）
ＤＰＣ：ジフェニルカーボネート（三菱化学社製）
Ｉｒｇａｆｏｓ１６８：トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファイト（ＢＡ
ＳＦジャパン製：Ｉｒｇａｆｏｓ１６８）
ＰＥＰ－３６：ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリ
スリトールジホスファイト（ＡＤＥＫＡ製：アデカスタブＰＥＰ－３６）
【０１２８】
 ［実施例１］
　ＩＳＢ７７．５４質量部（０．５３１モル）、ＣＨＤＭ３２．７９質量部（０．２２７
モル）、ＤＰＣ１６２．３８質量部（０．７５８モル）、および触媒として酢酸カルシウ
ム１．５０×１０－４質量部（９．４８×１０－７モル）、Ｉｒｇａｆｏｓ１６８（Ｉｒ
ｆ１６８）６．５０×１０－２質量部（１．０１×１０－４モル）を反応容器に投入し、
窒素雰囲気下にて、加熱槽温度を２１０℃にし必要に応じ攪拌しながら、原料を溶解させ
た（約１０分間）。溶解後、反応１段目の工程として６０分間常圧にて反応した。次いで
圧力を常圧から１３．３ＫＰａまで９０分かけて減圧し、１３．３ＫＰａで３０分間保持
し発生するフェノールを反応容器外へ抜出した。
【０１２９】
　次いで反応２段目の工程として加熱槽の温度を３０分かけて２２０℃まで昇温しながら
、圧力を０．１０ＫＰａ以下まで６０分かけて減圧し、発生するフェノールを反応容器外
へ抜出した。所定のトルクに到達後、反応を終了し、生成したポリマーを水中に押し出し
て、ポリカーボネートのペレットを得た。得られたポリカーボネートについて上記記載の
評価方法により、還元粘度、ＹＩ、滞留熱安定性を評価した。得られた結果を表１に示す
。
【０１３０】
［実施例２］
　実施例１のＩｒｇａｆｏｓ１６８の添加量を４．２９×１０－２質量部（６．６３×１
０－５モル）とした以外は、実施例１と同様に行った。
【０１３１】
［実施例３］
　実施例１のＩｒｇａｆｏｓ１６８の代わりにアデカスタブＰＥＰ－３６（ＰＥＰ－３６
）を使用し、添加量を６．０１×１０－２質量部（９．５０×１０－５モル）とした以外
は、実施例１と同様に行った。
【０１３２】
［実施例４］
　実施例１のＩｒｇａｆｏｓ１６８の代わりにアデカスタブＰＥＰ－３６を使用し、添加
量を４．２０×１０－２質量部（６．６４×１０－５モル）とした以外は、実施例１と同
様に行った。
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【０１３３】
［比較例１］
　実施例１のＩｒｇａｆｏｓ１６８の添加量を２．４７×１０－２質量部（３．８２×１
０－５モル）とした以外は、実施例１と同様に行った。
【０１３４】
【表１】

【０１３５】
　表１の結果から明らかなように、本発明のポリカーボネート組成物（実施例１～４）は
、好適な還元粘度を有し、色相が優れていた。さらに、比較例１と比べて、１分間および
１０分間滞留後のＹＩ値の変化（ΔＹＩ値）が小さく、色相の滞留熱安定性においても優
れていた。
【産業上の利用可能性】
【０１３６】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、優れた透明性だけでなく、良好な色相、耐熱
性、成形性、及び機械的強度に優れ、電気・電子部品、自動車用部品等の射出成形分野、
フィルム、シート分野、耐熱性が必要な、ボトル、容器分野、さらには、カメラレンズ、
ファインダーレンズ、ＣＣＤやＣＭＯＳ用レンズなどのレンズ用途、液晶やプラズマディ
スプレイなどに利用される位相差フィルム、拡散シート、偏光フィルムなどのフィルム、
シート、光ディスク、光学材料、光学部品、色素、電荷移動剤等を固定化するバインダー
用途といった幅広い分野への材料提供が可能である。
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